2021年10月　ADRセンター調停人候補者養成研修　効果測定問題の解答

1. 〇
民法第166条第1項第1号、第2号
2　〇
　　第150条第1項により、催告すれば6か月間時効の完成は猶予される。この場合、その間に第147条第1項に列挙されている事項(第147条第1項第1号は裁判上の請求)が終了しなければ第150条第2項で再度の催告をしたとしても時効の完成を止められない。
3　×
　　第404条第1項第2号により、法定利率は年3パーセントとされたが、第404条第1項第3号により、3年ごとに改定されることとなった。
4.　×
　　第465条の６は、公正証書が必要な事業性貸付について規定している。事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証契約又は主たる債務の範囲の事業のために負担する貸金等債務(第465条の3第1項冒頭参照)が含まれる根保証契約で公正証書が必要となる。
5.　〇
　　第415条第2項第2号。新法で明文化された。
6.　〇
　　第542条第1項。新設。
7.×
　　第548条の２の定型約款は事業者と消費者の間の定型取引に当てはまるが、事業者間取引の契約書のひな型は、基本的に「内容の全部又は一部が画一的であることが双方にとって合理的」とはいえない。そのため、この場合は定型約款には当たらない。契約の内容、方式については民法第521条、第522条参照。
8.〇
　　消費者契約法第10条には、「消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項であって、民法第一条第二項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは無効とする」と書かれている。
９.×
　　第562条第2項。第562条第1項の不適合が買主の責めに帰すべき事由によるものであるときは、買主は同項の規定による履行の追完の請求をすることができない。
10.×
　　第604条により賃貸借の存続期間は50年となった。
太陽光発電のための土地について20年を超える存続期間の賃貸借とする必要性が高かったため、この改正による実務への影響は大きい。
